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ガーナ教育セクターにおける展
開：
援助環境の概要とJICA事業の推進

プレゼンテーションの骨子
1. 援助環境の概要

2. 日本の教育協力のあり方

3. All Japan的取り組みの例

４．援助協調、All Japan推進の課題

1. 援助環境の概要
～包括的なセクター開発計画

～

・教育戦略計画 (ESP) 2003-2015
a) 教育のアクセスの拡充
b) 教育の質の改善
c) マネージメントの効率化
d) 科学技術TVETの拡充

・教育改革白書 2004
a) 無料義務教育に幼稚園教育を含める
b) 高校教育期間の延長（3年制→４年制）
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援助環境の概要～手続きの調和化 (1) ～
・支援形態（モダリティ）

イヤー
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組織改革世銀
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1. 援助環境の概要～手続きの調
和化 （２）～

・セクター財政支援の資金拠出チャンネル
（セクターコモンファンドなし）
世銀：①教育省FPMU、②GESのFC
DFID：教育省口座（政府）
ADB: 教育省FPMU

・会計報告
政府の会計制度による報告書
個別ドナー向けの事業会計報告書

・会計監査
政府の会計監査制度
（セクタードナーによる議論には至っていない）
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1. 援助環境の概要～手続きの調
和化 （２）～

・調達法
政府事業を中心に順次適用されている。
バイ・ドナーの援助については、調達法の適用
は強制されていなかった（2006年2月末現在）。

・モニタリング／評価
教育省は、2004年度よりESPの進捗に係る
合同年次モニタリング評価を実施している。

・ミッション派遣
世銀とADBが合同ミッションを派遣した例は
あるが、特に議論されているわけではない。
（Quiet Timesの周知も徹底されていない。）

教育巡回指導隊員や

村落開発隊員との連携

教育政策支援

同プログラム間の調整

他プログラムとの連携強化

他ドナーとの連携促進

理数科教育支援 技術職業教育訓練支援

貧困地域の

基礎教育拡充支援
その他

（スポーツ隊員）

基礎教育 中等教育 高等教育
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産業プログラムとの連携

教育政策への反映

学
校
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・
郡
教
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事
務
所

教
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/ G
ES

/ N
C

TE

SMASSE-WECSA

との連携

2. ガーナ教育セクターにおける日本の協力のあり方
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対ガーナ国別援助計画 協力図

重点支援課題 I

地方農村部の
活性化

経済成長を通じた貧困削減
－自立的経済成長のための人造りと経済社会基盤を含む基本条件の整備－

重点支援課題Ⅱ

産業育成

行政能力向上・制度整備

SO3.  民間セクター開発
中小企業育成や地場産業振興を支援

SO4. 産業人材育成
理数科教育・TVET（技術と職業のための教育

と訓練）を中心に支援

GPRS 柱２
民間セクターの
競争力強化

GPRS 柱１
人材開発と基礎サービス

改善

GPRS 柱３
ガバナンスの強化

インフラ整備支援

農工間の連携強化

GPRS（Ghana Poverty Reduction Strategy）： ガーナ貧困削減戦略
SO (Strategic Objective)：戦略プログラム
注） 緑：ガーナ開発計画 / 青：日本の協力

SO1.  農業振興
農産物の生産性向上・農家の所得向上を支援

SO2. 貧困地域における基礎生活環境の改善
貧困層が集中する地域を重視しサービス

改善を支援

2. 日本の協力のあり方
～政策とのアライメント ～

・教育行政能力向上支援プロジェクト 2005-2008
→ ESPに掲げられている郡教育計画策定支援

・現職教員研修支援プロジェクト 2005-2008
→現職教員研修政策の全国展開支援

・技術教育制度化支援プロジェクト（準備中）

→ TVET法案（国会審議中）の実施支援
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3. 教育セクター支援における
All Japan的取り組みの例

[JICAスキームの枠を超えて]
・プロジェクトと協力隊員派遣の有機的な連携

・教育政策アドバイザーと理数科隊員による合同調査

[組織の枠を超えて]
・STMプロジェクト 国内支援委員会
・見返資金とプロジェクトの連携

・草の根無償協力と協力隊員の連携

4. JICAの教育セクター支援事業から見る
援助協調、All Japan推進の課題 (1)

[政策へのアライメント]
・事業を先方政府の政策（教育省のプライオリティ）にア
ラインさせることは、C/P機関が予算・人員を確保する
ための必要条件ではあるが、十分条件ではないこ
と。

・JICAプロジェクトで構築したモデルが政策化され、全
国展開。教育省の言い分は、ランニングコストは出せ
ても、イニシャルコストは難しい。（見返資金、セクター
財政支援のニーズ）
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4. JICAの教育セクター支援事業から見る
援助協調、All Japan推進の課題 (2)

[手続きの調和化]
・ミッションの数が多いドナーとして、世銀とJICAの名が
あげられることが少なくない。

日頃の人間関係、事業の効果などとのバランス

調査研究の現場へのフィードバック

4. JICAの教育セクター支援事業から見る
援助協調、All Japan推進の課題 (3)

[他ドナーとの実質的な協調？]
・日本はドナーコミュニティの一員という立場をとりなが
らも、実際の支援形態はstand-aloneなものとなりが
ち。現場の担当者レベルでの工夫で対応できるの
は、他ドナーとの情報共有（デマケを含む）レベルで
あり、制度上の制約から、協調介入にはなかなか至
らない。
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4. JICAの教育セクター支援事業から見る
援助協調、All Japan推進の課題 (4)

[All Japanの推進]
・ JICAの案件は基本的に投入スキーム毎に自己完結
する形で動いている中で、他との連携を推進するか
どうかは、属人的な要素が大きいこと。

・ All Japanと言いながら、事業面での実質的な連携は
外務省傘下の組織内と大学に限定されていること。

（例：UNESCOのJapan Fundによる基礎教育現職教
員研修支援事業との連携を図る余地は、ほとんど与
えられていなかった）


